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論 文

製造・発送電・走行を考慮した
走行中給電による温室効果ガスの削減効果
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Evaluating Reduction of Greenhouse Gas Emission by Magnetic Resonance Coupled
Dynamic Wireless Power Transfer of Electric Vehicles Considered with Vehicle Production
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Short cruise range is a major issue of electric vehicles. Dynamic wireless power transfer (DWPT) is proposed to
solve this problem as it can reduce batteries on electric vehicles. Thus, well-to-wheel is improved by the reduction of
drive resistance due to lighter weight of vehicles. Moreover, greenhouse gas emission via the manufacturing of batter-
ies is also reduced. This work evaluates the reduction of lifetime greenhouse gas emission by DWPT from production,
generation, and driving by simulation with actual measurement data. It is revealed that compared to conventional elec-
tric vehicles, DWPT can not only realize a 14% reduction of greenhouse gas by generation and driving but also 90%
reduction via the manufacturing of batteries.
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1. 研究背景
交通社会を持続可能にするために走行時に温室効果ガス

(GHG:Greenhouse Gas)を排出しない電気自動車 (EV：Elec-
tric Vehicle)の普及が求められている。一方で EVの性能的
課題として，航続距離が挙げられる。航続距離の伸長には
電池の搭載量を増やすことが効果的ではある。しかし，電
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池の搭載量を増やすと車体重量が増えることにより，走行
抵抗が増加し，走行にかかるエネルギーが増大する。走行
にかかるエネルギーが増大すると EVの充電に係る発電量
が増える。多くの国で発電には化石燃料を用いるため発電
時のGHG排出量が増加し，EV普及の大きな目的の一つで
ある GHGの削減と化石燃料の使用量削減を実現できなく
なり，持続可能でなくなる。
航続距離が短いという課題の抜本的解決方法として走行中
給電が提案されている。走行中に車両に給電を行うことで，
EVに大きな電力を蓄える必要がなくなり，車両に搭載する
電池を大きく削減 (1) することができる。車両に搭載する電
池を削減することで，走行にかかるエネルギーを削減 (2) す
ることができる。また電池の製造にかかるエネルギーも削
減することが期待される。走行中給電の方式としては接触
式給電 (3) と非接触式給電 (WPT : Wireless Power Transfer)
があり，非接触式給電には主に電界結合方式 (4) と磁界結合
方式 (5) − (9) が提案されている。本研究で検討に使用する走
行中給電システムは磁界結合方式であり，走行中もしくは
一時停止などの停車中に車両へ充電可能である。
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DWPTによる GHG排出量の削減（清水修，他）

本研究ではEVの航続距離延長を電池搭載によって解決す
る場合 (LDEV : Long-range Drivable Electric Vehicle)と，
磁界共振結合方式を用いた走行中非接触給電によって解決す
る場合 (DWPTEV : Dynamic Wireless Power Transfer Elec-
tric Vehicle)の GHG排出量を試算し，DWPTによる GHG
排出量の削減効果を定量的に明らかにすることを目的とす
る。第 2章で本研究で比較対象とする充電システムと比較
の前提条件について述べ，第 3章で 2つの航続距離延長に
対する解決策の GHG排出量を比較する検証手法と検証結
果について述べ，第 4章で結論をまとめる。

2. 比較対象と条件

ここでは比較対象とする航続距離延長の解決策である
LDEV と DWPTEV の充電システムと，比較検証に使用
する車両と搭載する電池容量について述べる。本研究では
LDEVと DWPTEVの違いは充電システムと電池容量のみ
として GHG排出量の算定を行う。また GHGは全て二酸
化炭素相当量として算定する。
本論文での変数の命名規則を Table 1に示す。
〈2・1〉 システム構成 LDEVと DWPTEVの充電シ
ステムを Fig. 1に示す。LDEVは接触式の急速充電と普通

Table 1. Nomenclature of calculation parameters

symbol unit parameter

a N/kg rolling resistance coefficient

b N/(m/s) viscous resistance coefficient

c N/(m/s)2 air resistance coefficient

lcoil m coil length

lcase m coil case length

mbasic kg vehicle mass

mpassenger kg passengers mass

mbat kg additional battery mass

vdrive m/s vehicle velocity

wpart g part weight

Cbat kWh battery capacity

Cx kWh battery capacity change

CO2dli f e g-CO2 GHG emission by driving

CO2ppart g-CO2 GHG emission by production

Dcruise km cruising distance

Dyear km/year annual mileage

Ddrive m running distance

Edrive J driving energy

Fdrive N driving force

ECdrive Wh/km energy consumption

ECalt Wh/km alternating current energy consumption

EFD g-CO2/km emission factor of driving

EFG g-CO2/Wh emission factor of generating and transmission

EFPpart g-CO2/g emission factor of production

Pdrive W battery output

P1max W maximum output of transmitter

Yli f e year life year of vehicle

αv m/s2 acceleration of vehicle

ηchg - charging efficiency

ηdrive - driving efficiency

ηDCDCmax - masximum DC to DC efficiency of transmitter

ηdwpt - DC to DC efficiency of DWPT

ρbat kWh/kg battery mass density

充電が可能としている。充電器は急速充電器と普通充電器
を兼ね備えていることとしている。急速充電は直流電源で
の充電，普通充電は交流電源での充電である。そのため，普
通充電は車両に整流器と電力制御用の回路を搭載している。
一方 DWPTEVは走行中の非接触給電システムのみを車体
に搭載することとする。Fig. 1に示す通り，普通充電と非
接触給電システムの違いは普通充電がコネクタで電気的な
接続をして充電を行うことに対して，非接触給電システム
ではコイルと共振コンデンサを用いる点である。ここで示
している非接触給電システムは送電コイルと受電コイルを
それぞれ共振コンデンサと直列に接続する Series-Series方
式であるが，コイルと共振コンデンサの接続はこれに限ら
ない。

LDEVと DWPTEVの基準とする車両は 5人乗りの電気
自動車 (10) (11) である。基準とする車両のパラメータを活用
して LDEVの充電効率や電池の重量エネルギー密度，駆動
効率を算出する。基準とする車両の諸元を Table 2に示す。
Type Aと Type Bの諸元の違いは電池の搭載量であり，車
体のフレーム構造や車室内の広さに変化はない。そのため，
ここでは Type Aと Type Bの車体重量差は電池重量の差で
あるとして，電池の重量エネルギー密度 ρbat を下式より求
めている。

ρbat =
CbattypeB −CbattypeA

mbasictypeB − mbasictypeA

· · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · (1)

また，充電効率 ηchg は式 (2)で表される。本研究では普
通充電による LDEVの充電効率を 0.841として扱い，DW-
PTEV の充電効率は 0.841 に DWPT の DC-to-DC 効率を
乗算したものとする。DC-to-DC効率とは Fig. 1(b)に示し
た送電側のACDCコンバータの出力から，受電側の整流器
の出力までの効率である。普通充電の効率には電力系統か
らの ACDC変換効率が含まれているため，DWPTEVの充
電効率は DC-to-DC効率のみを考慮する。

ηchg =
ηdrive

ηalt
· · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · (2)

ηdrive =
ECdrive

ECalt

LDEVと DWPTEVの電池容量算出条件はそれぞれ下記の
とおりである。

（ 1） LDEV は Worldwide harmonized Light Vehicle
Test Cycles(WLTC) モード (12) を走行モードとして
内燃機関自動車と同等の 730kmを走行できる (13) 最
小の電池容量とする

（ 2） DWPTEVは実走行データを用いて走行に係るエ
ネルギーを算出し，交差点の停止線から 30mの区間
のみの給電で，全走行に係るエネルギー以上受電可
能な走行中給電システムが路面に敷設されている場
合に必要な電池容量の 2倍以上とする
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Fig. 1. System Configurations of Chargers.

本論文では電気自動車のユーザビリティの一つである航続距
離を内燃機関自動車と同等以上にして比較するためにLDEV
は内燃機関同等の航続距離としてGHG排出量を試算する。
そして，道路交通法により交差点の停止線から 30mの範囲
は進路変更が禁止されていることから，進路変更によって
受電コイルが送電コイルの上からずれることによる受電機
会損失を減らすことができるため，敷設区間は上記設定と
している。また本研究で検討する DWPTEVが必要とする
電池容量は 220km の市街地走行によるシミュレーション
の結果であり，道路勾配等の道路環境や混雑状況，天候等
の全ての環境を網羅できていない。上記を加味してもバッ
テリー切れを起こさないシステムとするためにシミュレー
ションによって求められた必要な電池容量の 2倍以上とし
ている。
〈2・2〉 LDEVの必要電池容量 ここで LDEVの航続
距離を実現するために必要な電池容量を算出する。LDEV

Table 2. Specifications of the basic vehicle

symbol unit parameter Type A Type B

mbasic kg vehicle mass 1520 1670

mpassenger kg passengers mass 126.25

Cbat kWh battery capacity 40 62

ρbat kg/kWh battery mass density 6.82

ECalt Wh/km alternating current energy consumption 135 124

Dcruise km cruising distance 322 458

ECdrive Wh/km driving electric consumption 155 161

ηchg - charging efficiency 0.801 0.841

a - rolling resistance coefficient 0.0829 0.0809

b - viscous resistance coefficient 2.88 3.19

c - air resistance coefficient 0.447 0.435

の電池容量の算出は下記のフローで行う。
（ 1） 基準とする車両のエネルギー消費率を運動方程式

から求める
（ 2） 上記で求めたエネルギー消費率と諸元表のエネル

ギー消費率から駆動効率を求める
（ 3） 車両諸元と上記にて算出された駆動効率から，要

求される航続距離を満たす電池容量を算出する

車両の走行抵抗は式 (3)で表される。式 (3)はWorldwide
harmonized Light duty driving Test Procedure(WLTP)に定
められた走行抵抗式である。本研究では WLTP に定めら
れた電気自動車のエネルギー消費率の試験サイクルである
WLTCを用いてエネルギー消費率をシミュレーションする。
基準とした車両には既に電池が搭載されているため，式 (4)
に示すようにシステムによる電池重量の変化をmbatで表し，
電池容量の増減量 Cx と電池の電池の重量エネルギー密度
ρbat から求めている。

Fresist = a(mbasic + mpassenger + mbat) + bv + cv2 · · ·(3)

mbat =
Cx

ρbat
· · ·(4)

車両が必要とする駆動力 Fdrive は式 (5)で表される。

Fdrive = Fresist + (mbasic + mpassenger + mbat)αv · · · · (5)

そして電池出力 Pdriveは下式で表される。正の値が力行，負
の値が回生である。

Pdrive =


Fdrivevdrive

ηdrive
(Fdrive > 0)

Fdrivevdriveηdrive (otherwise)
· · · · · · · · · · (6)

さらに式 (7)を用いることで消費エネルギー Edrive が算出
でき，式 (8)でエネルギー消費率 ECdrive が算出される。

Edrive = ηchg

∫ t

0
Pdrive(t)dt　　 · · · · · · · · · · · · · · · (7)

ECdrive = ηchg

∫ t

0

Pdrive(t)
Ddrive(t)

dt · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · (8)

式 (3)，(5)，(6)，(7)から LDEVとDWPTEVの走行に必要
なエネルギーの差は電池重量の差から生じ，係数 aに比例す
ることが分かる。電池重量の変化量による走行エネルギー
の変化量を小さくし，走行中給電導入の効果を厳しい条件
で評価するために，ここで基準とする車両は係数 aの小さ
い Type Bとする。Type Bの車両諸元から駆動効率 ηdriveを
逆算すると 0.77であることから，本研究では ηdrive = 0.77
とする。そして，ηdrive = 0.77 としたときに Type B の車
両諸元を用いて 730km走行可能な電池容量を算出すると，
135kWhとなる。基準とした Type Bの電池容量は 62kWh
であることから，式 (4)の用いる，Type Bから LDEVへの
電池容量の変化量 Cx は 73kWhとなる。
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Receiver Coil
Transmitter Coil

Fig. 2. Overview of W-IWM3

Table 3. Specifications of W-IWM3

symbol unit parameter value

P1max W maximum output of transmitter 18000

ηDCDCmax - maximum efficiency of transmitter 0.952

l1coil m energy receivable length of coil 0.9

l1case m case length of coil 1.09

〈2・3〉 DWPTEV の必要電池容量 ここでは DW-
PTEV の必要電池容量について述べる。本研究で対象と
するシステムは著者らの研究グループが開発している第
3世代ワイヤレスインホイールモータ (W-IWM3:3rd gener-
ation wireless in-wheel motor) (14) である。W-IWM3の外観
をFig. 2に示す。W-IWM3はインホイールモータ (IWM:in-
wheel motor)と DWPTを組み合わせた駆動システムであ
る。充電部分のシステム構成は Fig. 1と同様であるが，整
流器に SiCパワーデバイスを用いている。本研究では整流
ダイオードに置き換えて考える。W-IWM3 の主要諸元を
Table. 3に示す。ここに示した諸元は実測にて得られた値
である。
送電コイルのコイルケース長が 1.09mであり，送電可能

な区間が 0.9mである。小型の電気自動車の全長が 2.5m程
度と仮定して停車時に 0.5mの車間距離を確保すると 3mに
1台の送電コイルを配置することとなる。すると一台の車
両に 1台のコイルとなり，車体の下で送電を待っているコ
イルがなくなり，信号手前の停車時に効率よくコイルを使
用できる。これ以上道路長さ当たりの敷設個数を多くする
と停車時に使用できない給電コイルが増える。一方で敷設
個数を減らすと車両の受電の機会が減ることとなる。上記
理由より本研究では 3mに 1台のコイルを配置することと
する。

W-IWM3を車両に 2台搭載するとして送電出力 36kW，
送電可能な区間内でのDC-to-DCの平均電力伝送効率 90%
で 3mにつき 0.9m送電可能な区間が存在したと仮定する。
すると停止線前 30mの平均受電電力は 9.72kWとなる。平
均受電電力 9.72kWとした場合に必要な電池容量を，実走
行データから算出される消費エネルギーから算出した。走
行軌跡を Fig. 3に示す。

Fig. 3. Drive Route of Simulation
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Fig. 4. Energy Consumption Simulation Result of DW-
PTEV

神奈川県の一般道を平日に 220km走行したデータ (1) で
ある。実走行データには車両に搭載した GPS と加速度計
から得られる位置情報，車両速度，車両加速度が含まれる。
得られた実走行データには勾配情報が含まれていないため，
車両速度と車両加速度，車両諸元から式 (7)を用いて，下
記条件にて消費エネルギーをシミュレーションした。
・平均受電電力 9.72kW
・車体重量以外は Type Bの車両諸元を基準
・車体重量は 8kWhの電池を搭載を想定し，1492kg
シミュレーション結果を Fig. 4に示す。受電可能な時間
は，実走行データに含まれる車両位置データと信号の位置
データから求めた停止線から 30m 区間内車両の滞在時間
としている。充放電で使用する電池容量は 4kWh以下であ
り，比較条件を満たすため DWPTEVの電池容量は 8kWh
とする。以上の結果から，式 (4)の用いる，Type B電池容
量 62kWhからDWPTEVの電池容量変化量Cxは減少方向
のため-54kWhとなる。

3. GHG排出量
ここでは LDEVとDWPTEVの 1台あたりのGHG排出
量の比較をする。用途によって走行距離に違いがあるため，
ここでは業務用と比較して走行距離が短い自家用車のマイ
カーとしての使用を代表して検証を行う。製造によるGHG
の排出量は車両の充電システムの違いのみの評価を行うた
め車体や駆動装置等の製造による GHG排出量は充電シス
テムによって変化しないとする。//
〈3・1〉 発電と走行による GHGの排出量 LDEVと
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DWPTEV の発電と走行による GHG 排出量のシミュレー
ションに使用するパラメータを Table. 4に示す。
発電と走行による GHG排出量を評価する走行パターン

はWLTCモードとする。LDEVのエネルギー消費率は式
(8)によって求められ，DWPTEVのエネルギー消費率は式
(8)に走行中給電の充電効率を乗算した，式 (9)によって求
められる。ここで Ddrive は Pdrive で走行した距離である。

ECdrive = ηdwptηchg

∫ t

0

Pdrive(t)
Ddrive(t)

dt · · · · · · · · · · · · · · · (9)

そして走行による GHG排出係数 EFD はエネルギー消費
率と電力の排出係数 EFGから次式で求められる。

EFD =
ECdrive

3600EFG
· · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · (10)

ここで 3600は JからWhへの変換係数である。そして，車
両 1台が走行によって排出する GHG排出量 CO2dli f e は下
式で求められる。

CO2dli f e = Dli f eEFD · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · (11)

Dli f e = DyearYli f e

Table. 4に示した車両諸元と式 (8)，式 (9)，式 (10)，式
(11)によりWLTCモードを走行した時の走行によるライフ
サイクルGHG排出量は LDEVが 7730kg-CO2，DWPTEV
が 6670kg-CO2 となる。
〈3・2〉 製造による GHGの排出量 ここでは LDEV
とDWPTEVの部品製造によるGHGの排出量の変化として
の受電コイルと共振回路追加と電池容量の変化によるGHG
排出量の変化の評価を行う。受電コイル，共振回路，電池
の構成部品による GHG排出量の算出に使用するパラメー
タを Table. 5に示す。受電コイルは電線，フェライト，樹
脂ケースで構成され，共振回路は基板とコンデンサ，平滑
コンデンサで構成される。基板の排出係数は 15Wスイッ
チング電源の排出係数で代替している。電線の排出係数は
メタル電線の製造原単位 (19) と銅生産の原単位 (20) の 2つに
分離して計算している。電線重量は銅が支配的であるため，
銅の使用量は電線の重量としている。
普通充電と DWPT の電力調整回路による GHG 排出量

は同等としてここでは含まない。また普通充電で用いるコ

Table 4. Simulation Parameters of CO2 Emission by
Driving

symbol unit parameter LDEV DWPTEV

mbasic kg basic vehicle and passengers mass 1796.25

Cx kWh battery capacity change 73 -52

ρbat kg/kWh battery mass density 5.82

ηchg - charging efficiency 0.841

ηdwpt - DWPT DC to DC efficiency - 0.9

a N/kg rolling resistance coefficient 0.0809

b N/(m/s) viscous resistance coefficient 3.19

c N/(m/s)2 air resistance coefficient 0.435

EFG g-CO2/Wh emission factor of generation 0.47 (15)

Dyear km/year annual mileage 6590 (16)

Yli f e year life year of vehicle 13.5 (17)

Table 5. Simulation Parameters of CO2 Emission by
Production

symbol unit parameter value

EFPbat g-CO2/Wh emission factor of battery 30-140 (22)− (24)

EFPbrd g-CO2/g emission factor of board 157 (18)

EFPwire g-CO2/g emission factor of wire 0.6 (19)

EFPCu g-CO2/g emission factor of copper 5.0 (20)

EFP f errite g-CO2/g emission factor of ferrite 13.6 (18)

EFPcase g-CO2/g emission factor of case 4.0 (21)

EFPrcap g-CO2/g emission factor of resonance capacitor 279 (18)

EFPscap g-CO2/g emission factor of smoothing capacitor 14.5 (18)

wbrd g weight of board 300

wwire g weight of wire 1730

wCu g weight of copper 1730

w f errite g weight of ferrite 1600

wcase g weight of case 1000

wrcap g weight of resonance capacitor 300

wscap g weight of smoothing capacitor 500

ネクタやコンタクタ，整流器も含まないこととする。それ
ぞれの部品の製造による GHG排出量 CO2py は下式で得ら
れる。

CO2py = EFPywy · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · (12)

y ∈ {brd, wire, f errite, case, rcap, scap}

電池製造の排出係数は文献によって大きく異なり，評価
結果に与える影響が大きいため，本研究では参考文献 (22)− (24)

から得られた，異なる 4水準の排出係数を用いてGHG排出
量 CO2pbat を比較する。式 (13)により LDEV，DWPTEV
それぞれの電池製造によるGHG排出量を算出できるため，
これらの差を評価する。

CO2pbat = EFbatρbat(62 +Cx) · · · · · · · · · · · · · · · · · (13)

LDEVと DWPTEVの部品製造による GHG排出量及び
LDEVと DWPTEVの差を Fig. 5に示す。電池については
排出係数毎に結果を示している。受電システムについては
構成部品毎に結果を示し，さらに電池と受電システムの各
部品を総合した結果を電池製造の排出係数毎に示す。電池
の製造による GHG排出量と受電システムの各部品の排出
量の比較から LDEV では電池の製造が支配的であること
がわかる。式 (13)より受電システムの各部品の製造による
GHG排出量を求め，総和を求めるとシステム 1台当たりの
GHG排出量が 150kg-CO2 であることが分かる。本論文で
は車両 1台に受電システムを 2台搭載することを想定する
ため，車両一台当たり 300kg-CO2であることに対して，電
池製造による排出係数を 30g-CO2/Whとした場合，LDEV
の電池製造による GHG排出量は 3960kg-CO2 であること
にである。電池搭載量の少ないDWPTEVでは 240kg-CO2

になる。
そして LDEVと DWPTEVの製造による GHG排出量の
比較を行うと，電池製造による排出係数を 30g-CO2/Whと
した場合，3421kg-CO2 であった。また電池製造による排
出係数を 140g-CO2/Wh とした場合には 17061kg-CO2 に
なる。
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Fig. 5. GHG Emission by Production
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Fig. 6. Difference of GHG Emission between LDEV
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〈3・3〉 総合評価 ここでは発電・走行・製造による
GHG排出量を総合的に評価する。LDEVと DWPTEVの
発電・走行・製造による GHG排出量の差を Fig. 6に示す。
電池の製造による GHGの排出係数が 30g-CO2/Whの場

合でも，発電と走行による温室 GHG排出量の減少よりも
搭載電池量の削減による効果の方が大きいことが分かる。

4. 結 論
本研究では走行中給電を活用することによって得られる

GHGの削減効果を発送電・走行と製造という 2つの観点
で検証した。得られた結論は下記のとおりである。
（ 1） 走行中給電により車両への電池搭載量を削減可能
（ 2） 発送電と走行に関しては，電池搭載量の削減によ

り走行に必要なエネルギーが減少するため，走行中給
電の電力伝送効率を考慮しても GHG排出量を 14%
削減可能

（ 3） 製造に関しては，走行中給電のシステムを車両に

搭載することに対して電池の搭載量を削減すること
によるGHG排出量の削減効果が大きい。そのため，
車両側の受電システムの製造による排出量増加を考
慮しても，電池と受電システムの製造による GHG
排出量を 90%以上削減可能

今回の検証では車両のみの観点での検証であったため，今
後は充電設備等のインフラ設備の製造による GHG排出量
の違いについても検証を進める。また今回の検証では車両
への電池の搭載量は走行に必要なエネルギー量から算出し
たが，電池の劣化特性や充放電特性も加味した場合には搭載
量が異なる可能性があるため，今後は上記の検討も進める。
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